
1 	軍事情報の収集	軍事情報の収集

1	 政府の情報収集衛星は、内閣衛星情報センターにおいて運用されているものであり、防衛省は他省庁とともに、情報収集衛星から得られる画像情報を利用し
ている。

情勢の推移に応じて的確に防衛政策を立案し、
また、各種事態への対処において防衛力を効果的
に運用するためには、わが国周辺などにおける中
長期的な軍事動向を把握するとともに、各種事態
の兆候を早期に察知することが必要である。この
ため、防衛省・自衛隊は、平素から、各種の手段
による情報の迅速・的確な収集に努めている。
防衛省・自衛隊による具体的な情報収集の手段
としては、①わが国上空に飛来する軍事通信電波
や電子兵器の発する電波などの収集・処理・分
析、②各種画像衛星（情報収集衛星1を含む）から
のデータの収集・判読・分析、③艦艇・航空機な

どによる警戒監視、④各種公刊情報の収集・整理、
⑤各国国防機関などとの情報交換、⑥防衛駐在官
などによる情報収集などがあげられる。
防衛駐在官については、令和2（2020）年度中

に、在ケニア防衛駐在官がセーシェルを、在豪州
防衛駐在官がトンガを、それぞれ新たに兼轄した
ほか、令和3（2021）年度中に、大洋州地域との
連携強化、欧州及び中東に関する情報収集を強化
するため、ニュージーランド及びスペインに各1
名の新規派遣を計画するとともに、イスラエルに
1名の追加派遣を計画している。

図表Ⅳ-3-1（防衛駐在官派遣状況（イメージ）） 参照
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図表Ⅳ-3-1 防衛駐在官派遣状況（イメージ）

令和3年4月1日現在（85大使館6代表部　70名（うち在勤46大使館2代表部）派遣）

【凡例】

■ 派遣先
■ 兼轄先

（　）内は派遣人数。記述なしは1名派遣

フィンランドフィンランド
カザフスタンカザフスタン

モンゴルモンゴル

ロシア（3名）ロシア（3名）

スウェーデンスウェーデン ポーランドポーランド

ウクライナウクライナ

ドイツ（2名）ドイツ（2名）

オランダオランダ

英国（2名）英国（2名）
フランス（2名）フランス（2名）

軍縮会議日本政府
代表部（ジュネーブ）
軍縮会議日本政府
代表部（ジュネーブ）

オーストリアオーストリア
イタリアイタリア

モロッコモロッコ

スペイン
※令和3年度中に

新規派遣予定

スペイン
※令和3年度中に

新規派遣予定

アルジェリアアルジェリア

エジプトエジプト
ナイジェリアナイジェリア

ジブチジブチ
エチオピアエチオピア
ケニアケニア

南アフリカ
共和国
南アフリカ
共和国

サウジ
アラビア
サウジ
アラビア

トルコトルコ

レバノンレバノン

ヨルダンヨルダン

イスラエル
※令和3年度中に

1名追加派遣予定

イスラエル
※令和3年度中に

1名追加派遣予定

オーストラリア
（3名）

オーストラリア
（3名）

米国
（6名）

米国
（6名）

インド（3名）インド（3名）

パキスタンパキスタン

アフガニスタンアフガニスタン

イランイラン

アラブ首長国連邦アラブ首長国連邦

クウェートクウェート

中華人民共和国（3名）中華人民共和国（3名）

国際連合
日本政府
代表部

（ニューヨーク）

国際連合
日本政府
代表部

（ニューヨーク）

大韓民国（3名）大韓民国（3名）

ベトナム（2名）ベトナム（2名）

ミャンマーミャンマー

タイタイ
フィリピン（2名）フィリピン（2名）

チリチリ

マレーシア（2名）マレーシア（2名）

シンガポールシンガポール

ブラジルブラジル

インドネシアインドネシア

ニュージーランド
※令和3年度中に新規派遣予定
ニュージーランド
※令和3年度中に新規派遣予定

ベルギー（2名）ベルギー（2名）
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各国防衛駐在官の声

レバノン
防衛駐在官　1等陸佐　　秀

ひで
島
しま
　剛

たか
明
あき

レバント地域西部、
地中海東岸の小さくも
美しい多宗教・多文化
国家レバノンは、中
東・欧州・北南米他各
国との人の交流も盛ん
な魅力溢れる地です
が、現在は深刻な政治
／経済危機・隣国シリ
アの内戦・難民問題・
ベイルート港大爆発そ
してコロナ禍等、国難の渦中にあります。
当地の人々と共に在りつつ、また、各国武官・当

国軍・国連機関他の協力を得て、将来の交流基盤
の形成と、米露・地域大国等多数の主体が関与す
る当地域の複雑な軍事情勢の把握・解明に努めて
います。

シンガポール
防衛駐在官　1等海佐　　栗

くり
原
はら
　靖
やすし

防衛駐在官
としてシンガ
ポール政府や
軍との調整を
行っています
が、東 京23
区ほどの面積
の小さな都市
国家であるこの国が行っている国防の取り組みを
目の当たりにし、国の独立と安全を守るという国
家としての強い意志を肌で感じるとともに、如何
に国を守るべきかということを考えさせられてい
ます。
インド太平洋地域における活動が増加している

自衛隊にとって、地域の中心に位置するこの国は
極めて重要な国であり、当地において勤務する防
衛駐在官としての役割をしっかりと果たしていく
所存です。

イスラエル
防衛駐在官　1等空佐　　平

ひら
光
みつ
　康

やす
紀
のり

警報後、空
を見上げると
2つ航跡雲が
見えました。
ミサイル防衛
システムによ
るロケット弾
迎撃に遭遇し
た際、市民が落ち着いて生活を続ける姿から如何
に信頼されるミサイル防衛能力が大切かを切に感
じた瞬間です。イノベーション国家として経済界
から注目される技術力は、防衛分野においても世
界的に存在感を高めています。アラブ諸国との関
係正常化も進む中、日々の情報収集に加え、日本と
の防衛協力に熱心なイスラエルとの関係を更に深
化させるべく引き続き防衛駐在官として尽力する
所存です。

チリ
防衛駐在官　2等陸佐　　齊

さい
藤
とう
　智
さとし

太平洋の最
東端に位置す
る南米チリの
初代防衛駐在
官として着任
しました。チ
リは南米の安
全保障面で要
となる国であ
り、域内のほとんどの国が武官を派遣しています。
チリでは軍の文民統制が重んじられ、また、地震大
国であるなど我が国との類似点が多く、基本的な
価値観を共有する戦略的パートナーです。「自由で
開かれたインド太平洋」に賛同し、我が国自衛隊と
の交流にも大変関心を示しています。日本からの
地理的な距離はありますが、チリの防衛駐在官と
してこの距離を乗り越えられるような関係の構築
と両国関係の益々の発展に尽力します。

VOICE

国軍民軍協力部訪問（筆者：右）

レセプションで各国武官と（筆者：中央）

オンラインでの外務・防衛当局間（PM）協議
（筆者：右端）

【イスラエル国防省】

陸軍大将リカルド・マルチネス司令官	
を表敬する筆者（右）
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2 	情報機能の強化に向けた取組	情報機能の強化に向けた取組
防衛大綱などにおいては、政策判断や部隊運用
に資する情報支援を適時・適切に実施するため、
情報の収集・分析・共有・保全などの各段階にお
ける情報機能を総合的に強化するための取組を推
進することとしている。
具体的には、情報収集・分析機能について、情
報収集施設の整備や能力向上、情報収集衛星・商
用衛星などの活用、滞空型無人機を含む新たな装
備品による情報収集手段の多様化などにより、電
波情報・画像情報の収集態勢を強化している。ま
た、防衛駐在官制度の充実をはじめとする人的情
報の収集態勢の強化、公開情報の収集態勢の強
化、同盟国などとの協力の強化などにより、新た
な領域に関するものも含め、ニーズに十分に対応
できるよう、情報収集・分析機能を抜本的に強化
している。
その際、情報処理における最新技術の積極的活
用、多様な情報源と融合したオールソース分析、

情報共有のためのシステムの効率的な整備・連接
を進める。また、多様化するニーズに情報部門が
的確に応えていくため、能力の高い情報収集・分
析要員の確保・育成を進め、採用、教育・研修、
人事配置などの様々な面において着実な措置を講
じ、総合的な情報収集・分析機能を強化している。
情報保全については、関係部局間で連携しつ

つ、教育などを通じ、知るべき者の間での情報共
有を徹底し、情報漏えい防止のための措置を講じ
るなど、情報保全のための取組を徹底するととも
に、関係機関との連携の推進などにより、防衛
省・自衛隊におけるカウンターインテリジェンス
機能の強化を図ることとしている。
また、先進技術を含む経済安全保障全般に関す

る各種情報の「収集・分析」と「保全」の双方を所
掌する体制を整備するため、令和3（2021）年度、
防衛政策局調査課に「経済安全保障情報企画官」
を新設した。

3 	情報本部	情報本部

1　情報本部の任務

情報本部は、冷戦後の安全保障環境が複雑さを
増している中で、高度かつ総合的な情報収集・分
析を実施できる体制を整備するため、1997年に
創設された防衛省の中央情報機関であり、わが国
最大の情報機関である。電波情報、画像・地理情
報、公刊情報などを収集し、国際・軍事情勢など、
極めて速いスピードで変化しているわが国を取り
巻く安全保障環境にかかわる分析を行っている。

2　情報本部の活動

情報本部は、陸・海・空の自衛官と事務官・技
官（語学系、技術系、行政・一般事務）からなる組
織であり、自衛官は各自衛隊の部隊などにおける
経験に基づく知見を、事務官・技官は語学、技術
などの専門的な知識を駆使し、一丸となって業務
に従事している。

具体的には、刻々と変化する国際情勢について、
電波情報、画像情報、公刊情報（新聞、インター
ネットなど）、関係者との意見交換などからもたら
される交換情報といった、様々な情報源から得た
情報に基づき、軍事的、政治的、経済的要因を含
む様々な観点から総合的な分析を実施している。
また、情報本部では、宇宙・サイバー・電磁波

といった新たな領域における情報収集・分析機能
を強化しており、例えば、サイバー空間における
脅威の動向について、公刊情報の収集や諸外国と
の情報交換など、必要な情報の収集・分析を行っ
ている。
情報本部の情報業務の成果は、分析プロダクト

として、内閣総理大臣、防衛大臣、内閣官房国家
安全保障局、内閣情報調査室や陸・海・空自衛隊
の各部隊に対して適時適切に提供され、政策判断
や部隊運用を支えている。また、関係省庁や諸外
国カウンターパートとの情報交流も積極的に実施
している。
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防衛力を構成する中心的な要素など第Ⅳ部


